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障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定

障害福祉サービス事業を廃止した旨の届出があった。
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事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者 指定障害福祉

サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所 届 出
年 月 日名 称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００５００００３１１２ 有限会社ウエルケアサービス
今治市恵美須町二丁
目２－１ 黒 川 恭 二 精神障害者居

宅介護 ウエル 今治市恵美須町二丁
目２－１

平成１８年
５月１３日

３８０００１０００８８１１７ 株式会社富士タクシー
八幡浜市１４６０番地１０
３ 甲 野 恵 三 身体障害者居

宅介護 富士介護サービス 八幡浜市１４６０番地１０
３

平成１８年
５月１７日

３８０００２００１０５１１８ 株式会社富士タクシー
八幡浜市１４６０番地１０
３ 甲 野 恵 三 知的障害者居

宅介護 富士介護サービス 八幡浜市１４６０番地１０
３

平成１８年
５月１７日

３８０００３０００８０１１２ 株式会社富士タクシー
八幡浜市１４６０番地１０
３ 甲 野 恵 三 児童居宅介護 富士介護サービス 八幡浜市１４６０番地１０

３
平成１８年
５月１７日

３８０００１０００８８１６６ 株式会社富士タクシー
八幡浜市１４６０番地１０
３ 甲 野 恵 三 身体障害者外

出介護 富士介護サービス 八幡浜市１４６０番地１０
３

平成１８年
５月１７日

毎週（火・金）曜日発行 第１７６３号 平成１８年５月２６日

平成１８年５月２６日金曜日 第１７６３号

愛 媛 県 報

４４５
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�愛媛県告示第７８２号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号。以下「法」という。）第５１条第２項及び第４項の規定に

より、狩猟免許更新に係る適性試験及び講習（以下「適性試験等」という。）を次のとおり実施する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 対象者

法第３９条第１項の規定による狩猟免許を受けており、当該免許の有効期間が平成１８年９月１４日に満了する者

２ 適性試験等の実施の日時及び場所

所 管 の 地 方 局 会 場 の 名 称 実 施 日 時
実 施 場 所

会 場 所 在 地

西 条 地 方 局 西 条 第 １ 会 場 平成１８年７月１３日（木）午前９時 自 動 車 会 館 大 ホ ー ル 新居浜市本郷三丁目５－３５

同 上 西 条 第 ２ 会 場 平成１８年７月２１日（金）午前９時 西条地方局西条庁舎７階大
会議室 西条市喜多川７９６－１

同 上 西 条 第 ３ 会 場 平成１８年７月２７日（木）午前９時 西条市中央公民館大ホール 西条市周布４０１－１

同 上 西 条 第 ４ 会 場 平成１８年８月３日（木）午前９時 西条地方局西条庁舎７階大
会議室 西条市喜多川７９６－１

同 上 西 条 第 ５ 会 場 平成１８年８月７日（月）午前９時 四国中央市市民会館三島会
館第２、第３会議室 四国中央市中曽根町５００

同 上 西 条 第 ６ 会 場 平成１８年８月１０日（木）午前９時 西条市丹原文化会館小ホー
ル

西条市丹原町田野上方２１３１
－１

同 上 西 条 第 ７ 会 場 平成１８年８月２３日（水）午前９時 自 動 車 会 館 大 ホ ー ル 新居浜市本郷三丁目５－３５

同 上 西 条 第 ８ 会 場 平成１８年８月２５日（金）午前９時 四国中央市市民会館川之江
会館３階大会議室

四国中央市川之江町４０６９－
１

今 治 地 方 局 今 治 第 １ 会 場 平成１８年７月２６日（水）午前９時 今治市伯方公民館２階大ホ
ール 今治市伯方町木浦甲１２３４

同 上 今 治 第 ２ 会 場 平成１８年８月８日（火）午前９時 今治市中央公民館第１、第
２学習室

今治市南宝来町一丁目６－
１

同 上 今 治 第 ３ 会 場 平成１８年８月３１日（木）午前９時 同 上 同 上

松 山 地 方 局 松 山 第 １ 会 場 平成１８年７月１８日（火）午前９時 川 内 公 民 館 大 ホ ー ル 東温市南方２８６

同 上 松 山 第 ２ 会 場 平成１８年７月２０日（木）午前９時 北条ふるさと館２階大会議
室 松山市河野別府９９５

同 上 松 山 第 ３ 会 場 平成１８年７月２４日（月）午前９時 砥部町中央公民館２階講座
室 伊予郡砥部町宮内１３６９

同 上 松 山 第 ４ 会 場 平成１８年７月２５日（火）午前９時 なかやま農業総合センター
中ホール

伊予市中山町中山丑３１４－
１

同 上 松 山 第 ５ 会 場 平成１８年８月３日（木）午前９時 久万高原町産業文化会館研
修室

上浮穴郡久万高原町久万１８
８

同 上 松 山 第 ６ 会 場 平成１８年８月４日（金）午前９時 久万高原町農村環境改善セ
ンター大ホール

上浮穴郡久万高原町上黒岩
２９２３－１

同 上 松 山 第 ７ 会 場 平成１８年８月７日（月）午前９時 伊予市市民会館第６会議室 伊予市米湊８２０

同 上 松 山 第 ８ 会 場 平成１８年８月９日（水）午前９時 愛媛県武道館大会議室 松山市市坪西町５５１

同 上 松 山 第 ９ 会 場 平成１８年８月１０日（木）午前９時 同 上 同 上

同 上 松 山 第 １０ 会 場 平成１８年８月１１日（金）午前９時 同 上 同 上

３８０００２００１０５１６７ 株式会社富士タクシー
八幡浜市１４６０番地１０
３ 甲 野 恵 三 知的障害者外

出介護 富士介護サービス 八幡浜市１４６０番地１０
３

平成１８年
５月１７日

３８０００３０００８０１６１ 株式会社富士タクシー
八幡浜市１４６０番地１０
３ 甲 野 恵 三 児童外出介護 富士介護サービス 八幡浜市１４６０番地１０

３
平成１８年
５月１７日
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同 上 松 山 第 １１ 会 場 平成１８年８月３１日（木）午前９時 同 上 同 上

同 上 松 山 第 １２ 会 場 平成１８年９月１日（金）午前９時 同 上 同 上

同 上 松 山 第 １３ 会 場 平成１８年９月１４日（木）午前９時 松山地方局７階大会議室 松山市北持田町１３２

八 幡 浜 地 方 局 八 幡 浜 第 １ 会 場 平成１８年７月５日（水）午前９時 八幡浜地方局７階大会議室 八幡浜市北浜一丁目３－３７

同 上 八 幡 浜 第 ２ 会 場 平成１８年７月１２日（水）午前９時 三崎公民館４階大会議室 西宇和郡伊方町三崎６９２

同 上 八 幡 浜 第 ３ 会 場 平成１８年７月１３日（木）午前９時 総合センターしろかわ大会
議室 西予市城川町下相９５１

同 上 八 幡 浜 第 ４ 会 場 平成１８年７月１９日（水）午前９時 八幡浜地方局７階大会議室 八幡浜市北浜一丁目３－３７

同 上 八 幡 浜 第 ５ 会 場 平成１８年７月２０日（木）午前９時 野村中央公民館大ホール 西予市野村町野村１２－６１９

同 上 八 幡 浜 第 ６ 会 場 平成１８年７月２６日（水）午前９時 愛媛県歴史文化博物館第１
研修室

西予市宇和町卯之町四丁目
１１－２

同 上 八 幡 浜 第 ７ 会 場 平成１８年７月２８日（金）午前９時 同 上 同 上

同 上 八 幡 浜 第 ８ 会 場 平成１８年８月１１日（金）午前９時 大洲市立肱川風の博物館・
歌麿館多目的ホール 大洲市肱川町予子林９９－１

同 上 八 幡 浜 第 ９ 会 場 平成１８年８月１８日（金）午前９時 大洲市長浜体育館大ホール 大洲市長浜甲４８９－１

同 上 八 幡 浜 第１０会 場 平成１８年８月２１日（月）午前９時 内子町共生館（五十崎自治
センター）共生館ホール

喜多郡内子町平岡甲１８５－
１

同 上 八 幡 浜 第１１会 場 平成１８年８月２３日（水）午前９時 内子町林業センター大ホー
ル 喜多郡内子町小田８１

同 上 八 幡 浜 第１２会 場 平成１８年８月２５日（金）午前９時
内子町文化伝習センター（
内子東自治センター）トレ
ーニング室

喜多郡内子町五百木１８７

同 上 八 幡 浜 第１３会 場 平成１８年８月２９日（火）午前９時 徳森公園管理センター（大
洲市平公民館）大ホール 大洲市徳森２２８０－２

同 上 八 幡 浜 第１４会 場 平成１８年９月１日（金）午前９時 同 上 同 上

宇 和 島 地 方 局 宇 和 島 第 １ 会 場 平成１８年７月６日（木）午前９時 宇和島地方局７階大会議室 宇和島市天神町７－１

同 上 宇 和 島 第 ２ 会 場 平成１８年７月１３日（木）午前９時 宇和島市立吉田公民館大ホ
ール 宇和島市吉田町西小路７

同 上 宇 和 島 第 ３ 会 場 平成１８年７月１９日（水）午前９時 宇和島市立三間公民館２階
大ホール 宇和島市三間町宮野下８３５

同 上 宇 和 島 第 ４ 会 場 平成１８年７月１９日（水）午前９時 愛南町一本松山村開発セン
ター大会議室 南宇和郡愛南町一本松３５２０

同 上 宇 和 島 第 ５ 会 場 平成１８年７月２０日（木）午前９時 宇和島市立岩松公民館大ホ
ール 宇和島市津島町岩松甲４７１

同 上 宇 和 島 第 ６ 会 場 平成１８年７月２１日（金）午前９時 広 見 体 育 セ ン タ ー 北宇和郡鬼北町大字近永８０
０－１

同 上 宇 和 島 第 ７ 会 場 平成１８年７月２１日（金）午前９時 愛南町御荘文化センター２
階大研修室

南宇和郡愛南町御荘平城３０
６３－１

同 上 宇 和 島 第 ８ 会 場 平成１８年７月２５日（火）午前９時 松野町山村開発町民センタ
ー２階大会議室

北宇和郡松野町大字松丸４５
７

同 上 宇 和 島 第 ９ 会 場 平成１８年７月２７日（木）午前９時 日吉住民センター３階ホー
ル

北宇和郡鬼北町大字下鍵山
４６３

同 上 宇 和 島 第１０会 場 平成１８年８月３日（木）午前９時 宇和島地方局７階大会議室 宇和島市天神町７－１

３ 申込みの手続

� 提出書類等

ア 狩猟免許更新申請書

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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�愛媛県告示第７８３号
農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第

８３３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、

平成１８年度分の補助金から適用する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第２条第１項�の表農業委員会に要する経費の部中農地調
整事務処理事業（農地等利用関係紛争処理事業及び農地等利

用関係適正化事業をいう。以下同じ。）及び標準小作料改訂

事業に要する経費の項の次に次のように加える。

農地情報利用効率化対策事業に
要する経費

当該経費の範囲内で
知事が定める経費

農業委員会等活動強化対策事業
に要する経費

当該経費の１０分の５
以内

第２条第３項第１号中「農地調整事務処理事業に要する経

費」の下に「、農地情報利用効率化対策事業に要する経費、

農業委員会等活動強化対策事業に要する経費」を加える。

様式第２号の�中７を９とし、６を８とし、５の次に次の
ように加える。

６ 農地情報利用効率化対策事業

� 農地地図情報システムの導入

ア 整備方針

イ 実施地区数 地区

ウ 農地地図情報システム活用・普及推進検討会

� 参加時期 年 月 日

� 参加人員 人

� 台帳照合用出力システムの導入

ア 整備方針

イ 実施地区数 地区

� 共有ネットワークシステムの導入

ア 整備方針

イ 実施地区数 地区

７ 農業委員会等活動強化対策事業

� 広域連携活動の実施

ア 実施地区数 地区

イ 広域連携企画検討会

� 開催回数 回

� 活動内容

ウ 現地活動（活動内容）

エ 対策検討会の開催

� 開催回数 回

� 活動内容

オ 対策活動（活動内容）

� 農地等情報収集体制への支援

ア 実施地区数 地区

イ 研修会の開催

� 開催回数 回

� 参加人員 人

� 講師及び研修内容

ウ 意見交換会の開催

� 開催回数 回

� 参加人員 人

� 主な内容

� 活動評価検討会への出席

ア 資料作成内容

イ 検討会の内容

� 活動評価モニター意見交換会の開催

ア モニター人員 人

イ 意見内容

� 不在村地主の所有する農地の効率的利用対策

ア 実施地区数 地区

イ 効率的利用対策

� 把握内容

� 対策内容

� 重点地区における遊休農地解消対策

ア 実施地区数 地区

イ 遊休農地解消対策

� 検討内容

� 対策内容

イ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けていない場合にあ

っては、法第４０条第２号から第４号までに該当するかどうかについての医師の診断書

ウ 写真（６箇月以内に撮影した無帽、正面、上三分身及び無背景の縦の長さ３．６センチメートル及び横の長さ２．４セン

チメートルのもので、その裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの）

エ 狩猟免許更新申請手数料（愛媛県収入証紙によること。） 更新しようとする免許の種類ごとに各２，９００円

オ 受験票等の郵送を希望する者にあっては、簡易書留の郵送料に相当する郵便切手をちょう付し、あて先を記載した返

信用封筒

� 書類等の提出先

申込者の住所地を管轄する地方局産業経済部森林林業課若しくは松山地方局産業経済部久万高原森林林業課又は西条地

方局産業経済部森林林業課四国中央森林林業振興班、八幡浜地方局産業経済部森林林業課大洲森林林業振興班若しくは西

予森林林業振興班若しくは宇和島地方局産業経済部森林林業課愛南森林林業振興班（以下「林業課」という。）とする。

� 申込みの期限

原則として希望する適性試験等実施日前１４日とする。

� その他

ア 書類の提出は、持参又は郵送によること。

イ 狩猟免許更新申請書は、林業課において、希望者に配布する。

ウ 申込者の適性試験等の日時及び場所は、所管地方局長が指定し、通知する。

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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様式第２号の�中４を６とし、３を５とし、２の次に次の
ように加える。

３ 農地情報利用効率化対策事業

� 企画検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 農地地図情報システム活用・普及推進検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 農地地図情報システム活用状況の調査・分析

ア 調査内容

� 農地地図情報システムの濃密指導の実施

ア 対象委員会数及び指導回数 委員会 回

イ 指導員の氏名、職業、従事日数及び謝金の支払内

容

� 農地等情報利活用検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 共有ネットワークシステム利活用検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 共有ネットワークシステムの濃密指導の実施

ア 対象委員会数及び指導回数 委員会 回

イ 指導員の氏名、職業、従事日数及び謝金の支払内

容

� 共有ネットワークシステム・マニュアルの作成

ア 発行回数 回

イ 発行部数 部

	 農地等情報活用促進システムの導入等

ア 農地等情報の電子入力延べ日数 日

イ 導入内容


 農地等情報活用促進システム利活用検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

４ 農業委員会等活動強化対策事業

� 農業委員・職員等研修会の開催

ア 基礎研修会の開催内容

� 開催時期 年 月 日

� 開催場所

� 参加人員 人

� 講 師

� 研修内容

イ 特別研修会の開催内容

� 開催時期 年 月 日

� 開催場所

� 参加人員 人

� 講 師

� 研修内容

ウ 専門研修会の開催内容

� 開催時期 年 月 日

� 開催場所

� 参加人員 人

� 講 師

� 研修内容

� 巡回指導の実施

ア 対象委員会数 委員会

イ 指導回数 回

� 情報収集・提供活動

ア 活動事例集の作成内容

� 調査員数 人

� 発行回数 回

� 発行部数 部

イ 調査事業の実施内容

� 調査項目

� 調査会の開催内容

ａ 開催場所

ｂ 開催回数 回

ｃ 参加人員 人

� 調査方法

ウ 農地調整関係等調査事業

� 調査件数

ａ 転用のための権利移動 件

ｂ 賃貸借の解除及び解約 件

ｃ 土地区画整理事業 件

ｄ 農業経営基盤強化促進基本方針 件

ｅ 特定利用権設定 件

ｆ 開発行為別 件

� 調査所要人員 人

� 広域連携活動指導

ア 対象委員会数 委員会

イ 指導回数 回

� 活動評価検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 対象委員会数 委員会

エ 検討内容

� 不在村地主対策検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 不在村地主対策等取組事例研さん会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 事例内容

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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� 不在村地主対策等現地指導

ア 指導地区数 地区

イ 指導内容

� 不在村地主対策等情報収集・提供

ア 収集方法

イ 情報内容

ウ 提供方法

� 農業委員会組織業務効率化検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 農業委員会組織業務効率化実態調査

ア 調査時期 年 月 日

イ 調査内容

ウ 調査方法

様式第３号の��の表区分の欄４中�を�とし、�の次に
次のように加える。

� 農地情報利用効率化対策事業費

� 農業委員会等活動強化対策事業費

様式第３号の��の表区分の欄中５を６とし、４の次に次
のように加える。

５ 業務費

� 農地情報利用効率化対策事業費

� 農業委員会等活動強化対策事業費

� 都道府県農業改善推進支援事業費

ア 会議員旅費

イ 連絡旅費

ウ 事務費

様式第５号の�４�の表区分の欄中「法定福利費」を
「法

業

定福利費
に改める。

務 費」

様式第８号の�７を同様式９とし、同様式６の表業務費の
部中農地調整事務処理事業費の項の次に次のように加える。

農地情報利用効率化

対策事業費

市町実績額 円

県費補助金交付額 円

農業委員会等活動強

化対策事業費

市町実績額 円

県費補助金交付額 円

様式第８号の�中６を８とし、５を７とし、４の次に次の
ように加える。

５ 農地情報利用効率化対策事業

� 農地地図情報システムの導入

ア 整備方針

イ 実施地区数 地区

ウ 農地地図情報システム活用・普及推進検討会

� 参加時期 年 月 日

� 参加人員 人

� 台帳照合用出力システムの導入

ア 整備方針

イ 実施地区数 地区

� 共有ネットワークシステムの導入

ア 整備方針

イ 実施地区数 地区

６ 農業委員会等活動強化対策事業

� 広域連携活動の実施

ア 実施地区数 地区

イ 広域連携企画検討会

� 開催回数 回

� 活動内容

ウ 現地活動（活動内容）

エ 対策検討会の開催

� 開催回数 回

� 活動内容

オ 対策活動（活動内容）

� 農地等情報収集体制への支援

ア 実施地区数 地区

イ 研修会の開催

� 開催回数 回

� 参加人員 人

� 講師及び研修内容

ウ 意見交換会の開催

� 開催回数 回

� 参加人員 人

� 主な内容

� 活動評価検討会への出席

ア 資料作成内容

イ 検討会の内容

� 活動評価モニター意見交換会の開催

ア モニター人員 人

イ 意見内容

	 不在村地主の所有する農地の効率的利用対策

ア 実施地区数 地区

イ 効率的利用対策

� 把握内容

� 対策内容


 重点地区における遊休農地解消対策

ア 実施地区数 地区

イ 遊休農地解消対策

� 検討内容

� 対策内容

様式第８号の�中５を７とし、４を６とし、３の次に次の
ように加える。

４ 農地情報利用効率化対策事業

� 企画検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 農地地図情報システム活用・普及推進検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 農地地図情報システム活用状況の調査・分析

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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ア 調査内容

� 農地地図情報システムの濃密指導の実施

ア 対象委員会数及び指導回数 委員会 回

イ 指導員の氏名、職業、従事日数及び謝金の支払内

容

� 農地等情報利活用検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 共有ネットワークシステム利活用検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 共有ネットワークシステムの濃密指導の実施

ア 対象委員会数及び指導回数 委員会 回

イ 指導員の氏名、職業、従事日数及び謝金の支払内

容

� 共有ネットワークシステム・マニュアルの作成

ア 発行回数 回

イ 発行部数 部

� 農地等情報活用促進システムの導入等

ア 農地等情報の電子入力延べ日数 日

イ 導入内容

� 農地等情報活用促進システム利活用検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

５ 農業委員会等活動強化対策事業

� 農業委員・職員等研修会の開催

ア 基礎研修会の開催内容

� 開催時期 年 月 日

� 開催場所

� 参加人員 人

� 講 師

� 研修内容

イ 特別研修会の開催内容

� 開催時期 年 月 日

� 開催場所

� 参加人員 人

� 講 師

� 研修内容

ウ 専門研修会の開催内容

� 開催時期 年 月 日

� 開催場所

� 参加人員 人

� 講 師

� 研修内容

	 巡回指導の実施

ア 対象委員会数 委員会

イ 指導回数 回


 情報収集・提供活動

ア 活動事例集の作成内容

� 調査員数 人

� 発行回数 回

� 発行部数 部

イ 調査事業の実施内容

� 調査項目

� 調査会の開催内容

ａ 開催場所

ｂ 開催回数 回

ｃ 参加人員 人

� 調査方法

ウ 農地調整関係等調査事業

� 調査件数

ａ 転用のための権利移動 件

ｂ 賃貸借の解除及び解約 件

ｃ 土地区画整理事業 件

ｄ 農業経営基盤強化促進基本方針 件

ｅ 特定利用権設定 件

ｆ 開発行為別 件

� 調査所要人員 人

� 広域連携活動指導

ア 対象委員会数 委員会

イ 指導回数 回

� 活動評価検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 対象委員会数 委員会

エ 検討内容

� 不在村地主対策検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 不在村地主対策等取組事例研さん会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 事例内容

� 不在村地主対策等現地指導

ア 指導地区数 地区

イ 指導内容

� 不在村地主対策等情報収集・提供

ア 収集方法

イ 情報内容

ウ 提供方法

� 農業委員会組織業務効率化検討会の開催

ア 開催時期 年 月 日

イ 開催場所

ウ 参加人員 人

エ 検討内容

� 農業委員会組織業務効率化実態調査

ア 調査時期 年 月 日

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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イ 調査内容

ウ 調査方法

様式第９号の��の表４の項中�を�とし、�の次に次の
ように加える。

� 農地情報利用効率化対策事業費

� 農業委員会等活動強化対策事業費

様式第９号の��の表区分の欄中５を６とし、４の次に次
のように加える。

５ 業務費

� 農地情報利用効率化対策事業費

� 農業委員会等活動強化対策事業費

� 都道府県農業改善推進支援事業費

ア 会議員旅費

イ 連絡旅費

ウ 事務費

�������
�愛媛県告示第７８４号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年

法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

今治市宮ヶ崎字上成乙７９の２から乙７９の４まで、乙７９

の１０

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

今治市宮ヶ崎字宮崎甲８０２の１、甲８３５の１

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び

今治市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第７８５号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示す

る。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

大洲市長浜町出海甲１０４０、乙６９７の１、乙７０６、乙７

４８、乙７７８、乙７８８、乙７９２、乙８４６、乙９８５の１、丙

２９４、丙３７５、丙３７７、丙３８９、丙３９１、丙３９４、丙３

９５、丙３９７、丙３９８、丙３９９の１、丙４００、丙４０３、丙

４０５、丙４０７、丙４１０から丙４１２まで、丙４１７、丙４１８

、丙４２０、丙４２１、丙４２５の１、丙４２６の１、丙４２７、

丙４３０の１、丙４３１の１、丙４３２、丙４３６、丙４３９、丙

５１９、丙５２２の１、丙５２３、丁１３３の１、丁１３３の２、

丁１５２、丁１５６、丁１５８の２、丁１５９、丁１６２の１、丁

１６２の２、丁１６３、丁１６４、丁１６６、丁１６８、丁１６９の

２、丁１７０の３、丁１７０の５、丁１７０の１１、丁１７０の１４

、丁１７０の１５、丁１７０の１７、丁１９７、丁１９８、丁２０２、

丁２０３、丁２１３の５、丁２７５の１、丁２８５の６、丁２８５

の９、丁２８５の１０、丁２８８の５から丁２８８の７まで、丁

２８９の１、丁２８９の２、丁３０２の１、丁３０２の２、丁３

０５、丁３０６の１、丁３０６の２、丁３１０、丁３１１の３、丁

３１１の４、丁３１５

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

西予市宇和町久保２号４３９、２号４４０の１、２号４４０

の２、２号４４１、２号４５８から２号４６２まで、２号４６７

、２号４６８、２号４７７から２号４８０まで、２号４８４から

２号４８７まで、２号４９４

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所

西予市宇和町坂戸７６１、７６３、１０１１、１０１５、１０１８の１

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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、１０４３、１０４４、１１０２、１１０６、１１０８、１１０９、１１４６、１１５０の

１、１１５１の１、１１５２の１、１１５３、１１６９、１１７０、１２２８、１２

８７の１、１２８７の２、１２８８の１、１２８８の２、１２９０、１２９１、

１２９５、１３３４、１３８５、１３８９、１３９０、１３９５、１３９９、１４０３の１

、１４０４の１、１４０６の１、１４０６の２、１４１４、１４１５、１４１６の

１、１４１９の２、１４２８、１４３０、１４３２、１４３３、１４３８の１、１４

４０の１、１４５６の１、１４５９の２、１４６３から１４６７まで、１４６９

、１４７０、１４７４、１５６０、１５６１、１５６３

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

４� 保安林予定森林の所在場所

西予市城川町魚成５６７８の１

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

城川町魚成５６７８の１（次の図に示す部分に限る。

）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及

び関係書類を愛媛県庁及び関係市役所に備え置いて縦覧に供

する。）

�愛媛県告示第７８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように決定する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４８条の７第２項の規定に基づき、自転車歩行者専用道路を次のとおり指定する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 敷 地 の
幅 員 延 長

メートル キロメートル

備 考

県 道 松山川内自転車道線
松山市南高井町９８８番３地先から

東温市田窪５６８番３地先まで
４．０～１２．８ ５．１４５

道路の種類 路 線 名 指 定 す る 道 路 の 区 間 指 定 期 日

県 道 松山川内自転車道線
松山市南高井町９８８番３地先から

東温市田窪５６８番３地先まで
平成１８年５月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山川内自転車道線
松山市南高井町９８８番３地先から

東温市田窪５６８番３地先まで
平成１８年５月２６日

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号

４５３



��������������

��������������

��������������

��������������

�愛媛県告示第７８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 弓削島循環線
越智郡上島町弓削藤谷３１９番２から

同町弓削藤谷６１８番２まで

旧 ３．０～１２．０ ０．０９５

新 １０．０～２２．０ ０．０９５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 弓削島循環線
越智郡上島町弓削藤谷３１９番２から

同町弓削藤谷６１８番２まで
平成１８年５月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 河中平井停車場線 松山市川の郷町乙１４１番８７
旧 ３．０～６．８ ０．０７９

新 ５．０～２１．０ ０．０７９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 河中平井停車場線 松山市川の郷町乙１４１番８７ 平成１８年５月２６日

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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�愛媛県告示第７９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中島環状線
松山市畑里乙１７５番１０から

同市畑里乙１７３番１まで

旧 ２０．５～２７．０ ０．０４８

新 ２６．５～４２．５ ０．０４８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中島環状線
松山市畑里乙１７５番１０から

同市畑里乙１７３番１まで
平成１８年５月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 粟井浅海線
松山市常竹甲３７１番から

同市苞木甲３４１番３まで

旧 ５．８～１１．２ ０．０２７

新 １４．８～１６．４ ０．０２７

〃 〃
松山市別府１２番から

同市夏目甲１５６番７まで

旧 １２．０～１４．６ ０．０４３

新 １４．０～１６．０ ０．０４３

〃 〃
松山市夏目甲１５６番７から

同市片山甲１４番１まで

旧 ６．４～１３．４ ０．０４３

新 ８．４～１６．４
１２．０～１６．４

０．１０６
０．０９０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 粟井浅海線
松山市夏目甲４０５番３から

同市夏目甲４０６番３まで
平成１８年５月２６日

〃 〃
松山市夏目甲５５７番９から

同市夏目甲１５７番４まで
〃

〃 〃
松山市夏目甲１５７番４から

同市片山甲１０番５まで
〃

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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�愛媛県告示第７９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８００号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８０１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 串内子線
伊予市双海町串字奥ノ谷乙７８１番１地先から

同町串字大畑甲３０７番５地先まで

旧 ７．０～９．０ ０．０３０

新 ９．０～２４．０ ０．０３０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 落合久万線
上浮穴郡久万高原町前組２５２９番２から

同町前組２５３１番まで

旧 ９．５～２４．０ ０．０２２

新 ８．５～１０．０ ０．０２２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 落合久万線 上浮穴郡久万高原町下畑野川乙４５６番２７
旧 ５．８～６．２ ０．００７

新 ６．７～６．９ ０．００７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 落合久万線 上浮穴郡久万高原町下畑野川乙４５６番２７ 平成１８年５月２６日

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号

４５６
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�愛媛県告示第８０２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８０３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８０４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 直瀬渋草線 上浮穴郡久万高原町前組２２１番２
旧 ３．９～４．３ ０．００９

新 ６．１～６．３ ０．００９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 直瀬渋草線 上浮穴郡久万高原町前組２２１番２ 平成１８年５月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 直瀬渋草線 上浮穴郡久万高原町渋草２７４番２
旧 ４．５～５．５ ０．０１５

新 ６．５～８．５ ０．０１５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 直瀬渋草線 上浮穴郡久万高原町渋草２７４番２ 平成１８年５月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡久万高原町笠方２８０４番３から

同町笠方２８０１番３まで

旧 ６．０～３１．５ ０．３６３

新 １４．０～４６．０ ０．３４４

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号

４５７
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�愛媛県告示第８０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川松山線
上浮穴郡久万高原町上畑野川乙２２４番１８から

同町上畑野川乙２２３番１２まで

旧 ４．２～１３．０ ０．０９４

新 １１．０～４０．０ ０．０７３

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条久万線
上浮穴郡久万高原町直瀬乙１６００番１７から

同町直瀬乙１６００番８まで

旧 １１．０～３５．０ ０．０８５

新 １４．５～３９．５ ０．０８５

〃 〃
上浮穴郡久万高原町直瀬乙１６００番９から

同町直瀬乙１６００番４まで

旧 １２．５～２０．５ ０．０９１

新 ２０．０～３５．５ ０．０９１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線
上浮穴郡久万高原町直瀬乙１６００番１７から

同町直瀬乙１６００番８まで
平成１８年５月２６日

〃 〃
上浮穴郡久万高原町直瀬乙１６００番９から

同町直瀬乙１６００番４まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 東川上黒岩線
上浮穴郡久万高原町七鳥２４０番８から

同町七鳥１７１番２まで

旧 ４．５～３０．０
８．７～３３．３

０．１０３
０．０８８

新 ８．７～３３．３ ０．０８８

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号

４５８
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�愛媛県告示第８１０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町西谷字郷角１３３６４番２から

同字１３３５２番２まで
平成１８年５月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線 大洲市河辺町三嶋１６０９番３
旧 １９．８～２３．２ ０．０１５

新 ２３．２～２４．４ ０．０１５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線 大洲市河辺町三嶋１６０９番３ 平成１８年５月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲長浜線
大洲市五郎１２８８番８から

同市五郎１３５８番４まで

旧 ４．５～４６．０ ４．２１７

新 １４．７～３８．０ ０．０８９

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号

４５９
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�愛媛県告示第８１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥井喜木津線
西宇和郡伊方町松１４０９番２から

同町松１４０８番２まで
平成１８年５月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和三間線
宇和島市三間町務田１８０番３から

同町務田７３７番１０地先まで

旧 １７．５～３４．０
８．５～２９．０

０．１１０
０．１１０

新 １７．５～３４．０ ０．１１０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 嵐田之浜岩松線 宇和島市津島町岩松字柴ノ下１１７番１３地先
旧 ５．６～７．８ ０．０１８

新 ５．６～２５．１ ０．０１８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 嵐田之浜岩松線 宇和島市津島町岩松字柴ノ下１１７番１３地先 平成１８年５月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 高茂岬船越線
南宇和郡愛南町大成川２１６番５から

同町大成川５８番２まで

旧 ８．６～３９．４ ０．１５５

新 １３．８～４６．８ ０．１５５

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号

４６０
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公 告

�愛媛県告示第８１９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８２０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

所 在 地
土 地 建 物

地 目 地 積 構 造 床 面 積

東温市田窪字外分２１５５番６ 宅 地 ４９９．８０�
鉄筋コンクリート造
陸屋根２階建

２４１．９２�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５５８

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成１８年６月１９日（月）午前１０時

� 場所

売り払う土地の所在地

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 高茂岬船越線
南宇和郡愛南町大成川２１６番５から

同町大成川５８番２まで
平成１８年５月２６日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１８松局建（開）第８号

平成１８年５月１５日
伊予郡松前町大字西古泉字寿４２１番２

松山市上市一丁目２番４号
藤 川 守

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号

４６１
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３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１８年７月１８日（火）午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階第５会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定

代理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができ

る。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は
、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価

格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業

の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

所 在 地
土 地 建 物

地 目 地 積 構 造 床 面 積

松山市若草町７番４ 宅 地 ２，６８０．５１�
鉄筋コンクリート造
陸屋根３階建 外

１，６７４．７０�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積

今治市伯方町木浦字福浦甲３９０８
番１ 宅 地 ７８５．７３�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問

い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５５８

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

電話 （０８９）９１２―２５５８

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成１８年６月８日（木）午前１０時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１８年６月２６日（月）午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階第３会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定

代理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができ

る。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は
、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価

格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業

の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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� 日時

平成１８年６月９日（金）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１８年６月２３日（金）午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛媛県今治市旭町一丁目４番地９

愛媛県今治地方局４階会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札

保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融

機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関が振出

し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納

付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金

を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び
入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した

入札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内

で最高価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者

とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地

を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風

俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業そ

の他これらに類する業の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積

大洲市長浜字千舟町甲５７０番 学校用
地 ７８９．４６�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問

い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５５８

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成１８年６月１２日（月）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１８年６月２６日（月）午後２時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階第３会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札

保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融

機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関が振出

し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納

付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金

を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び
入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した

入札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内

で最高価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者

とする。

� 売り払う土地の用途制限

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地

を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風

俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業そ

の他これらに類する業の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積

上浮穴郡久万高原町上野尻甲６８
０番２

学校用
地 １３６．７０�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問

い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５５８

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成１８年６月２１日（水）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１８年７月１８日（火）午後２時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階第５会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札

保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融

機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関が振出

し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納

付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金

を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び
入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した

入札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内

で最高価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者

とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地

を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風

俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業そ

の他これらに類する業の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があったので、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年５月１５日 特定非営利活動法人
今治ＮＰＯサポートセンター 越 智 紀 方 今治市別宮町八丁目１番５５号 この法人は、今治市・越智郡地域に活動の

本拠を置く民間非営利団体（ＮＰＯ）の運
営又は活動に関する助言及び援助の活動を
行い、またこれらの団体のネットワークの
拠点としての役割を果たすものとする。さ
らに、企業、行政等とのパートナーシップ
の構築を図る活動をも行うことによって、
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クリーニング師試験の施行について

クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第７条第１項

の規定による平成１８年度クリーニング師試験を次のとおり施

行する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の日時

平成１８年９月６日（水）午前９時

２ 試験の場所

� 学科試験

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

� 実地試験

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

３ 受験願書の提出期間

平成１８年７月１８日（火）から７月２４日（月）まで。ただ

し、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外

居住者については愛媛県保健福祉部 健康衛生局 薬務衛

生課とする。

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。

�公 告

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号。以下「法」という。）第４１条の規定により、狩猟免許試

験を次のとおり施行する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の種類

� 網・わな猟免許試験

� 第一種銃猟免許試験

� 第二種銃猟免許試験

２ 試験の日時、場所及び実施する試験の種類

� 平成１８年８月１日（火）午前９時

試験場の名称
試 験 の 場 所

実施する試験の種類
会 場 所 在 地

西 条 第 １ 会 場 西条地方局西条第２庁舎４階大会議室 西条市丹原町池田１６１１ 網・わな猟、第一種銃猟及
び第二種銃猟

今 治 第 １ 会 場 今治地域地場産業振興センター２階大
会議室 今治市旭町二丁目３－５ 同 上

松 山 第 １ 会 場 松 山 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 松山市北持田町１３２ 同 上

八 幡 浜 第 １ 会 場 愛媛県歴史文化博物館第１研修室 西予市宇和町卯之町四丁目１１－２ 同 上

宇 和 島 第 １ 会 場 宇 和 島 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 宇和島市天神町７－１ 同 上

� 平成１８年９月５日（火）午前９時

試験場の名称
試 験 の 場 所

実施する試験の種類
会 場 所 在 地

西 条 第 ２ 会 場 西条地方局西条第２庁舎４階大会議室 西条市丹原町池田１６１１ 網・わな猟、第一種銃猟及
び第二種銃猟

今 治 第 ２ 会 場 今 治 地 方 局 ４ 階 大 会 議 室 今治市旭町一丁目４－９ 同 上

松 山 第 ２ 会 場 松 山 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 松山市北持田町１３２ 同 上

八 幡 浜 第 ２ 会 場 八 幡 浜 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 八幡浜市北浜一丁目３－３７ 同 上

ＮＰＯ活動の基盤強化を図り、不特定かつ
多数の者の利益の増進に寄与することを目
的とする。
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年５月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

通信指令システムの借入れ

� 借入物品名及び数量

通信指令システム一式（ハードウェア一式、ソフトウ

ェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成１９年２月１日から平成２６年１月３１日まで

� 借入場所

愛媛県警察本部ほか

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成

１８・１９年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する

資格を有すると認められた業者で、次の事項に該当するも

の。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備さ

れていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第一係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０ 内線 ２２３１

� 入札書の受領期限

平成１８年７月１０日（月）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。

宇 和 島 第 ２ 会 場 宇 和 島 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 宇和島市天神町７－１ 同 上

３ 免許申請書の提出期間

� 平成１８年８月１日の試験に係るものについては、７月５日（水）から１８日（火）まで。ただし、郵送による場合は、同

日までの消印のあるものは、受け付ける。

� 平成１８年９月５日の試験に係るものについては、７月５日（水）から８月２２日（火）まで。ただし、郵送による場合は

、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 免許申請書の請求先及び提出先

受験申込者の住所地を管轄する地方局産業経済部森林林業課若しくは松山地方局産業経済部久万高原森林林業課又は西条

地方局産業経済部森林林業課四国中央森林林業振興班、八幡浜地方局産業経済部森林林業課大洲森林林業振興班若しくは西

予森林林業振興班若しくは宇和島地方局産業経済部森林林業課愛南森林林業振興班とする。

５ その他

� 提出書類等

ア 狩猟免許申請書

イ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けていない場合にあ

っては、法第４０条第２号から第４号までに該当するかどうかについての医師の診断書

ウ 写真（６箇月以内に撮影した無帽、正面、上三分身及び無背景の縦の長さ３．６センチメートル及び横の長さ２．４セン

チメートルのもので、その裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの）

エ 狩猟免許申請手数料（愛媛県収入証紙によること。）受けようとする免許の種類ごとに法第４９条各号に掲げる者にあ

っては各４，０００円、その他の者にあっては各５，３００円

オ 受験票の郵送を希望する者にあっては、簡易書留の郵送料に相当する郵便切手をちょう付し、あて先を記載した返信

用封筒

� 試験場についての注意事項

受験申込者の試験場は、所管地方局長が指定し、通知する。

なお、試験場は、原則として、受験申込者の希望する試験場を指定するが、会場の都合により希望する試験場を指定で

きない場合がある。

� 書類の提出は、持参又は郵送によること。

愛 媛 県 報平成１８年５月２６日 第１７６３号
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 

公営企業告示

� 開札の日時及び場所

平成１８年７月１０日（月）午後１時３０分

愛媛県警察本部 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５

条から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した物品を納入できることを証明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められ

た場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した

入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づ

いて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the product to be leased：
Emergency Dispatch System，１ set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，１０ July，２００６
� For further information，please contact： Supplies
Procurement Section，Finance Division，Administration
Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，
２―２Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３
Japan
TEL０８９―９３４―０１１０ Ext２２３１
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�愛媛県公営企業告示第２号
地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２の規

定により、病院の業務に係る公金の収納の事務を次のとおり

委託した。

平成１８年５月２６日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

１ 委託した事務の範囲及び内容

愛媛県立新居浜病院の料金の収納の事務（日直業務の範

囲内のものに限る。）

２ 受託者の名称及び主たる事務所の所在地

株式会社アイ・エム・ビイ・センター

大阪市北区堂島二丁目２番２号

３ 委託期間

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで

�愛媛県公営企業告示第１号
次のとおり落札者を決定した。

平成１８年５月２６日

愛媛県立中央病院長 上 田 暢 男

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

重油（ＪＩＳ Ｋ２２０５ １種２号）
約７００，０００リットル

愛媛県立中央病院
愛媛県松山市春日
町８３番地

平成１８年３月２８日
三原産業株式会社
愛媛県宇和島市寿町
二丁目９番１２号

５９．２２円 一般競争入札 平成１８年２月１４日

愛媛県立中央病院清掃業務 一式
愛媛県立中央病院
愛媛県松山市春日
町８３番地

平成１８年３月２８日
株式会社西村商事
愛媛県松山市三番町
一丁目１１番地３

９２，６１０，０００円 一般競争入札 平成１８年２月１４日

平成１８年５月２６日 印刷
平成１８年５月２６日 発行
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